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1 クオリティ・オブ・ライフ（QuAlity of Life、略語）は、一般に人や社会の生活の質、つまりある
（生活の質）に強く影響を
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（平成 18 度事業所・企業統計調査） 
与える点で予防が重要である。 
先行のアンケート調査によると、日常生活で健康によくないと思いながらも改善でき










足立区・墨田区の各区に隣接している。区の人口は、平成 23年 1月 1日現在、204,837
人で、ここ数年の再開発地域における人口流入が著しく増加傾向にある。65歳以上の老
年人口比率は 22.9%（平成 22年）で、23 区でも平成 18年以降 3番目に高齢化率の高い
区となっている。荒川区の産業は、印刷、機械・金属加工、皮革、衣服などの生活関連
用品産業を中心に、多種多様な産業が集積する「ものづくりのまち」として発展してき















2 Nikkei BP社サイト NikkeiBＰnet 2004年 7月 29日 
http://www.nikkeibp.co.jp/archives/322/322175.html（平成 22年 10月 27日現在） 
3 NTTデータ「主体的な健康づくりと自己責任に関する調査」報告書 2003年 3月
http://www.riss-net.jp/project/phc/pdf/phc04.pdf （平成 22年 10月 27日現在） 
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 荒川区の平成 21年度主要死因は、1 位が「がん」、2 位が「心疾患」、3 位が「脳血管








は、昭和 60 年から平成 12 年までは、男女ともに 23 区で 22～23
位と著しく低い順位であった。 最新の平成寿命である平成 17年は、女性は 18位（84.6
歳）と前回から 5ランク上昇した一方、男性は 21位（77.6歳）と低迷している。［図 4］ 
                                                   
4 いわゆる早死にのこと。荒川区では 40～64歳以下の死亡で算出している。 


















































図 2 図 3 
（図 2.3 荒川区健康増進計画より筆者作成） 
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響を及ぼすと思われる項目を 49項目選び、比較可能なデータに換算し順位をつけた（1















りの高額療養費額－0.04391×生活保護率である。自由度修正済み R2は 0.763 と当ては
まりが良く、t 値、P値、及び係数の値からも回帰式は妥当と判断される。［表 2］ 
表 2 目的変数を平均寿命とした重回帰分析の結果 
（筆者作成） 
係数 標準誤差 t P-値 下限 95% 上限 95% 下限 95.0%上限 95.0%
切片 86.96287 1.323302 65.71658 7.11E-24 84.19317 89.73257 84.19317 89.73257
人口1万人当たり医師数 0.005569 0.001458 3.819836 0.001156 0.002517 0.00862 0.002517 0.00862
被保険者一人あたりの高額療養費額（円） -0.00032 0.000101 -3.12745 0.005545 -0.00053 -0.0001 -0.00053 -0.0001
生活保護率(‰) -0.04391 0.014357 -3.05851 0.006466 -0.07396 -0.01386 -0.07396 -0.01386





























国保加入率(％) -0.3723281 -0.09068 1
被保険者一人あたりの費用額（円） -0.01632877 -0.09079 -0.252 1
被保険者一人あたりの高額療養費額（円） -0.715580864 -0.42294 0.1067 0.194621 1
介護保険１号被保険者に占める介護保険
認定者総数の割合(％）
0.615636549 0.264996 -0.13 0.100193 -0.532808 1
生活保護率(‰) -0.622897041 -0.25429 0.7813 -0.16634 0.41885936 -0.269885166 1
財政力指数 0.618223023 0.238934 -0.516 0.023634 -0.6721651 0.637040471 -0.65655 1
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図 5 ケアプロの自己 
採血による測定の流れ 
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（『病院』,Vol69, No3.2010 より） 

































                                                   
10 昭和 61年、平成 3、8、10、11、18年の実測値からエクセルの近似曲線より推計。事業所数 R2＝0.994、
従業員数 R2＝0.7347 
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・事業予約率 ・事業実施率 ・要フォロー実施率 など 
成果指標 
（アウトカム） 
・顧客満足度 ・生活習慣改善率 ・区の一般健診とがん検診受診率 
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人当たり 10万円に医療費抑制効果」と同額とする。［図 8］ 
その結果、対象層全員に簡易健診を行い、体操が習慣化した場合、約 59 億円という
非常に大きな医療費抑制効果が得られる。これは荒川区の国民健康保険事業特別会計支



















表 4  本事業の財政的効果 
（筆者作成） 
実施率 0.5% 0.6% 0.7% 0.8% 0.9% 1% 2% 3% 4% 5% 10% 20% 40% 60% 80% 100%





















- - - - - - 0.2% 0.4% 0.7% 0.9% 2.1% 4.5% 9.3% 14.1% 18.9% 23.7%
（筆者作成） 






























0.5%　  0.6 %　0.7%　 0.8%    0.9%　  １%　    2%　   3%      4%     5%
                                       実施率
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50人未満の小規模事業所は、労働安全衛生法による産業保健の基本的な体制整備の義務
付けがない。 
こうしたことから、厚生労働省は、平成 12 年の「健康日本 21」の中で、地域保健と
職域保健との連携を健康づくり推進の重要な柱として位置づけた。それを契機に、平成
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《 第 1段階 》 
動機付け支援事業 
～ 作業着のままで健康ﾁｪｯｸ ～ 
《 第 2段階 》 
運動実践支援事業 
～ ﾘﾌﾚｯｼｭ体操ﾃﾞﾘﾊﾞﾘｰ ～ 
荒川区 
（財）勤労者福
祉ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ 
疲労回復に効果的な体操。 
特別なマシーンを必要とせ
ず、事業所の空きスペースに
おいて短時間で行う。 
